
フロン排出抑制法

※20馬力相当の事務所物件を想定
した当社試算結果に基づきます。
※ガス種：都市ガス13AおよびLP
ガス（い号プロパン）の場合。
※設置条件、運転条件により効果は
異なります。

エグゼア Ⅲ
（Gシリーズ ビル用マルチ/まとマルチの場合）
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　Q&Aリニューアル

設計標準使用期間を超えて使用すると
どうなるの？

アイシンは2000年に配管洗浄レスリニューアルGHPを
発売開始したパイオニアです。

Q.

A.

GHPの設計標準使用期間はどのくらい？Q.
A.

運転時間はどのように確かめるの？Q.
A. ●部品劣化により故障率アップ▶▶ メンテナンス費用アップ

●能力ダウン▶▶ 快適性ダウン（冷えない…、暖まらない…） 

●補修用性能部品の入手が困難となる

     ▶▶ メンテナンス費用アップ

アワーメーター

※Gシリーズの場合

背面

（室外ユニット）

製品のご紹介[リニューアル対応機］ 関連法令[フロン排出抑制法］

リニューアルで省エネ性向上
■一次エネルギー消費量比較

リニューアルポイント4

許容配管長が190ｍ→200m    に（Gシリーズのみ）
（注4）E5、F2シリーズは190mです。

リニューアルポイント5

（注4）

アイシンは
リニューアル対応機の
パイオニア

https://www.aisin.com/jp/product/energy/ghp/special/garally/index.html#ghp2

冷媒フロン類取扱技術者などによる点検が必要です。

・フロン類の漏えいが見つかった際、修理をしないでフロン類を充塡することは原則禁止
　　（繰り返し充塡の原則禁止）
●十分な知見を有する者に修理、フロン類の充塡を依頼　

漏えいを発見した場合には、速やかな漏えい箇所の特定および修理を実施2

①適切な管理を行うため、GHPの整備については、記録簿に履歴を記録し、記録簿はGHP廃棄後、3年間保存しなければならない。
②十分な知見を有する者に整備を依頼し、整備の記録を記入　

GHPの点検・修理やフロン類の充塡・回収などの整備に関する履歴の記録・保存義務3

・1年間にフロン類をCO2換算値で1,000 t -CO2 以上漏えいした事業者は国へ報告する義務がある。

GHPを所有・管理する方は、日常の機器の適正な管理と、フロン漏えい時の能力
低下・被害の拡大を防ぐため、認定を受けた十分な知見を有する者（冷媒フロン
類取扱技術者）による定期点検と早期の予防保全措置の実施が必要です。

算定漏えい量の報告4

①第一種フロン類充塡回収業者に依頼して、フロン類を回収したあと、GHPを破棄する。
②回収依頼の際、管理者は、フロン回収行程管理票を交付しなければならない。

GHPを廃棄する際は、フロン類を回収しなければならない （法改正前からの義務）5

漏えい量 = 充塡量 × GWP（CO2換算値） ≧ 1,000t-CO2 /年
※充塡量=GHPの整備時における（充塡量－回収量）　※GWP : 地球温暖化係数のこと

①日常的に実施する簡易点検の実施（3箇月に1回以上）
　●十分な知見を有する者がアドバイスをする。
　　　(所有者または管理者のみで実施可能）
②定期点検の義務化（十分な知見を有する者に依頼）

GHPの簡易点検・定期点検の義務1

※一定規模以上の機器の定期点検は「十分な知見を有する者」（専門知識をもった者）
　いわゆる「冷媒フロン類取扱技術者」などが実施する。

定期点検

エンジン定格出力
7.5 kW以上
50 kW未満

（3年に1回/個）

全ての業務用
エアコンディショナー

（第一種特定製品）

簡易点検
（3箇月に1回以上/個）

●冷媒フロン類取扱技術者

・運転履歴、点検記録簿の確認
・間接法・直接法による点検
・点検・修理記録簿への記載
・機器所有者、管理者への報告

※「冷媒フロン類取扱技術者」による
　 定期点検費用は所有者のご負担となります。

冷媒フロン類取扱技術者証

※フロン排出抑制法に定められたGHPの「定期点検」は、当社コールセンターまでお問い合わせください。
※平成26年12月（一社）日本冷凍空調設備工業連合会、（一社）日本冷凍空調工業会、（一財）日本冷媒・環境保全機構発行「フロンの漏えい点検が義務化されました！」
　および、（一財）日本冷凍・環境保全機構のWEBサイト「改正フロン排出抑制法 令和元年6月5日公布 管理者様によるフロン管理義務が強化されます」より抜粋

（1）フロンをみだりに放出した場合
　 （1年以下の懲役または50万円以下の罰金）

（3）上記　の行程管理票の交付を怠った場合
　 （50万円以下の罰金）

5

（4）国から求められた「管理の適正化の実施状況報告」の未報告、虚偽報告
　 （20万円以下の罰金）

（5）都道府県の立入検査の収去の拒否、妨げ、忌避した場合
　 （20万円以下の罰金）

（6）上記　の算定漏えい量の未報告、虚偽報告をした場合
　 （10万円以下の罰金）

4

（2）上記　～　の「判断の基準」に違反した場合
　 （50万円以下の罰金）

1 3

その他、令和2年4月施行の改正フロン排出抑制法により罰則が強化されました。詳細につきましては、下記WEBサイトをご確認ください。

［GHPを所有・管理される方の義務］

■冷媒管理・点検フロー

 ●（一社）日本冷凍空調設備工業連合会  https://www.jarac.or.jp/  ●（一社）日本冷凍空調工業会  https://www.jraia.or.jp/  ●（一財）日本冷媒・環境保全機構  https://www.jreco.or.jp/

フロンの漏えい点検が義務化されました （フロン類の使用の合理化および管理の適正化に関する法律）

当社が過去に販売した商品の仕様書、現行機種の技術資料などを、
インターネットを通して24時間365日ダウンロードできます。 https://ss.ss-asp.net/t-net

（アイシンGHP技術・販促資料検索システム）
詳しくはこちら▶

※定期点検対象機種は、当社GHP WEBサイトでご確認ください。 https://www.aisin.com/jp/product/energy/ghp/environ/legal/index.html#unit

詳しくはこちら▼

アイシンのリニューアルGHPの
歴史がわかる映像で

チェック
！

24

関
連
法
令


